
申告情報の匿名データに係る
利用の手引き

国税庁長官官房企画課 データ活用推進室

本手引きは、匿名データの利用を検討するに当たりご参照いただく目的で作成したものです。
利用の申出を行う際は、「研究用匿名データの利用に係るガイドライン」「研究用匿名データの利用規約」もあわせてご参照ください。



はじめに

国税庁では、各府省庁が保有するデータは全てオープンデータとして公開することを原則とする 「オープン
データ基本指針」を踏まえ、国税庁が保有する行政記録情報（以下「申告情報」といいます。）のオープン化
について、有識者から構成される会議体を立ち上げ検討してきました。

その一環として、令和４年度から国税庁の保有する税務データを利用して、税務大学校職員と外部の研究
者が共同で、税・財政施策の改善・充実等に資する統計的研究を開始したほか、令和７年度からは、研究
者の利便性向上のため、申告情報に匿名化処理を行ったデータ（以下「匿名データ」といいます。）の提供を
開始しています。

申告情報は、1年間に生じた所得の金額と税額を計算するための情報であり、各種分析を想定した形式を
備えておりません。加えて、匿名データは、申告情報に匿名化処理を行っているため、データの利用に当たって
はデータの特徴や限界を十分に把握しておく必要があります。

また、申告情報は納税者の個人情報で構成されているため、匿名データには匿名化処理を施してはいるもの
の、データ利用に当たっては提供申出者に対し一定の要件を備えるよう求めているとともに、申出に対しては、
研究内容及び研究環境におけるセキュリティ等の観点から、国税庁において審査が行われることとなっておりま
す。

本マニュアルは、匿名データを利用した研究を検討している方に、匿名データの構造や、申出に当たっての要
件、必要な手続き等について、あらかじめ知っておいていただきたいことを簡潔にまとめたものです。「研究用匿名
データの利用に係るガイドライン」 「研究用匿名データの利用規約」と併せて参照いただきますよう、お願いいた
します。
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１．匿名データの提供に係る概要

申告情報

匿名データ

匿名化

個人を特定されないよう、
• 匿名加工
• サンプリング

国税庁

匿名データは、申告情報に個人が特定されないよう匿名化処理を行ったものです。

1

データを利用する
学術研究者等

利用申請

利用承認
データ提供



２．匿名データの構造・詳細①（申告書との対応関係）

提出された申告書の第１表・第３表の申告情報を匿名加工の上、匿名データとして提供します。
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【所得税】



＜所得控除金額＞
社会保険料控除額

小規模企業共済等掛金控除額

生命保険料控除額

損害保険料控除額

老年者寡婦寡夫控除額

勤労学生障害者控除額

配偶者控除額

配偶者特別控除額

扶養控除額

基礎控除額

年末調整控除合計額

医療費控除額

寄附金控除額

所得控除合計額

＜収入金額等（総合課税）＞
営業収入金額
農業収入金額
不動産収入金額
配当収入金額
給与収入金額
公的年金収入金額
その他雑収入金額
特後一時所得金額

２．匿名データの構造・詳細②（項目一覧１ ※平成26年分の提供項目）

＜納税者情報等（定性情報）＞
課税年分

申告年月日

納税地

納税地に係る自宅・事業所等の別

年齢

業種

青色申告・白色申告の別

申告の種類

出国特例適用有無

準確等適用有無

※出現頻度の低い項目についてはデータの空欄化等の匿名加工を行っています。

＜所得金額（総合課税）＞
営業所得金額
農業所得金額
不動産所得金額
配当所得金額
給与所得金額
雑所得金額
譲渡・一時所得金額
総所得金額
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【所得税】



＜税額等（分離課税）＞
算出総所得税額
算出分長譲渡税額
算出株式譲渡税額
算出上場株式等配当税額
差引株式損失金額
繰越株式損失金額
差引配当損失金額
第３表算出合計税額

＜収入金額（分離課税）＞
分離長期一般収入金額

株式上場収入金額

上場株式等配当収入金額

商品先物取引収入金額

退職収入金額

２．匿名データの構造・詳細③（項目一覧２ ※平成26年分の提供項目）

＜その他＞
配偶者合計所得額
専従者給与（控除）額
青色申告特別控除額
雑・一時所得源泉額
繰越損失控除額
延納届出額
税理士署名有無（定性情報）
税務代理権限証書提出有無（定性情報）
譲渡等特例適用有無（定性情報）

＜税額等（総合課税）＞
課税総所得金額

算出合計税額

配当控除額

住宅取得特別控除額

政治献金税額控除額

差引所得税額

復興基準所得税額

復興特別所得税額

復興合計所得税額

源泉徴収税額

申告納税額

第１期予定納税金額

第２期予定納税金額

第３期納税額

※出現頻度の低い項目についてはデータの空欄化等の匿名加工を行っています。

＜所得金額（分離課税）＞
分離長期一般所得金額

株式上場所得金額

上場株式等配当所得金額

課税分長譲渡所得金額

課税株式譲渡所得金額

課税上場株式等配当所得金額
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【所得税】



２．匿名データの構造・詳細④（匿名データの特徴等１）

 申告された所得税及び復興特別所得税の第１表・第３表のデータに対し、個人等が
特定されないよう匿名化処理を行ったデータです。

 課税年分ごとのデータとなっているため、個人別の時系列の分析はできません。

 平成26～令和元年の課税年分について提供します。

 申告件数全体を母集団とし、１％（１年分当たり約23万レコード）を抽出しています。
 同一年分について複数回申告を行っている方の申告は、最終申告分のみを残していま
す。

主な特徴

提供対象
課税年分

抽出方法
（サンプリング率）
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【所得税】



２．匿名データの構造・詳細⑤（匿名データの特徴等２）

 個人を特定できる項目（氏名、マイナンバー等）は削除しています。
 一部の項目（年齢・住所・業種等）に対してグルーピングを実施しています。
 個人の特定リスクが高いレコード

※1
について、年齢・住所・業種以外の項目を最頻値

※2

に置換しています。

 桁数に応じてラウンディング（切捨て）処理を実施しています。
 各項目の99.5％タイルの値をもとにトップコーディング又はボトムコーディングを実施してい
ます。

 出現頻度の低い項目に値がある場合や、トップコーディング前の値が類推可能な場合に
は、一部の項目（総所得金額・申告納税額等）を空欄にする処理を行っています。

 個人の特定リスクが高いレコード
※1
について、定量情報を平均値（局所平均）

※2
に置

換しています。

定性情報の
匿名化処理

定量情報の
匿名化処理
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【所得税】

※１ 各年データ全体の約５％
※２ 準識別子（年齢・住所・業種）が同じ組合せの集団から、総所得金額の近いレコードを10件程度取り出したものの最頻値・平均値。

なお、最頻値・平均値に置換したレコードにはフラグを立てています。

 コーディング対象部分の統計量（平均値・標準偏差）を提供しています。
 年齢・住所・業種の組合せごとの各項目の統計量（最頻値・平均値・標準偏差）を
提供しています。

統計量の提供



サ
ン
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ル
N
O

納税者情報等 収入金額等 所得金額

総所得
金額

所得控除
の合計額

課税所得
金額等

申告
納税額

平均値
置換
フラグ年

齢
住
所

業
種 事業収入 給与収入 総合譲渡 事業所得 利子所得 給与所得 総合譲渡

1 3 17 0 1,0980,000 0 3,500,000 3,840,000 0 0 1,750,000 5,590,000 1,300,000 4,280,000 430,000 0

2 0 12 9 0 3,880,000 3,500,000 0 0 2,660,000 1,750,000 4,410,000 900,000 3,510,000 -130,000 0

3 2 40 9 0 3,660,000 0 0 0 2,480,000 0 2,480,000 700,000 1,780,000 80,000 1

4 1 33 6 72,000,000 1,740,000 0 10,000,000 0 1,140,000 0 30,000,000 4,000,000 30,000,000 4,000,000 0

5 9 18 0 7,000,000 31,000,000 0 2,000,000 0 28,000,000 0 0

 納税者情報はコード化（p.8）して提供します。
 年齢は５歳階級（10区分）、住所は47区分、業種は12区分にグルーピングして提供します。
 ラウンディング・トップ／ボトムコーディングした数値を提供します。
 サンプリングされたレコードのうち、申告件数全数の母集団で住所・年齢・業種の組合せが同一になるレコー
ドが少ない場合※１には、定性情報を最頻値、定量情報を平均値（局所平均）に置き換える処理※２を
実施しています。（平均値の置き換え方法については、p.9参照）

２．匿名データの構造・詳細⑥ 匿名化処理（項目一部抜粋）

…コーディングした値

【所得税】

※１ 各年データ全体の約５％
※２ 準識別子（年齢・住所・業種）が同じ組合せの集団から、総所得金額の近いレコードを10件程度取り出したものの最頻値・平均値。

なお、最頻値・平均値に置換したレコードにはフラグを立てています。

7
出現頻度の低い項目（0.5%未満）に値がある、またはトップコーディング前の値を推測可能※なデータは、合計（赤枠内）を空欄化しています。
※例えば、所得金額の内訳を合計することにより総所得金額の値が推測可能な場合を指します。



２．データの構造・詳細⑦ （納税者情報のコードの内容例）

項目名 項目説明

年齢コード

実年齢を基に５歳刻みでコード化しています。
【コード値】

住所コード

都道府県ごとにコード化しています。
【コード値】

業種コード

業種ごとにコード化しています。
【コード値】

0: 35歳未満
1: 35-39歳
2: 40-44歳
3: 45-49歳
4: 50-54歳

5: 55-59歳
6: 60-64歳
7: 65-69歳
8: 70-74歳
9: 75歳以上

0: 小売業
1: 卸売業
2: 製造小売業
3: 製造卸売業

4: 受託加工業
5: 修理業
6: サービス業
7: 建設業

8: その他の営業
9: その他の部
10: 農業の部
11: その他事業の部

8

【所得税】

1:北海道
2:青森県
3:岩手県
4:宮城県
5:秋田県
6:山形県
7:福島県
8:茨城県
9:栃木県
10:群馬県

11:埼玉県
12:千葉県
13:東京都
14:神奈川県
15:新潟県
16:富山県
17:石川県
18:福井県
19:山梨県
20:長野県

21:岐阜県
22:静岡県
23:愛知県
24:三重県
25:滋賀県
26:京都府
27:大阪府
28:兵庫県
29:奈良県
30:和歌山県

31:鳥取県
32:島根県
33:岡山県
34:広島県
35:山口県
36:徳島県
37:香川県
38:愛媛県
39:高知県
40:福岡県

41:佐賀県
42:長崎県
43:熊本県
44:大分県
45:宮崎県
46:鹿児島県
47:沖縄県



定量情報の平均値の算出に当たっては、申告件数全数の母集団において、サンプリングしたレコードと総所得
金額が近い10件程度のレコードにおける各項目の平均（局所平均）を取っています。
なお、母集団における年齢・住所・業種の組合せごとの総平均を統計量として別途提供します。
（提供イメージは、p.10参照）

例：年齢ごとに総所得金額を比較（和歌山県・製造小売業）

7,500,000
7,000,000
6,500,000
6,000,000
5,500,000
5,000,000
5,000,000
4,500,000
4,500,000
4,000,000
4,000,000
3,500,000
3,500,000
3,000,000
3,000,000
2,500,000
2,000,000
1,500,000
1,000,000
500,000

10,000,000
9,500,000
9,000,000
8,500,000
8,000,000
7,500,000
7,000,000
6,500,000
6,000,000
5,500,000
5,000,000
4,500,000
4,000,000
3,500,000
2,000,000
1,000,000
1,000,000
500,000
500,000
500,000

③総平均
400万円

②局所平均
250万円

③総平均
500万円

②局所平均
750万円

①抽出レコード
800万円

①抽出レコード
100万円

No 住所 年齢 業種 ①抽出レコード（総所得金額） ②局所平均 ③総平均
1 和歌山県 35歳未満 製造小売業 100万円 250万円 400万円
2 和歌山県 55歳未満 製造小売業 800万円 750万円 500万円

２．データの構造・詳細⑧ （平均値について） 【所得税】

和歌山・製造小売業
35歳未満グループ

和歌山・製造小売業
55歳未満グループ

9
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２．匿名データの構造・詳細⑨ 統計量の提供（項目一部抜粋） 【所得税】

サ
ン
プ
ル
N
O

納税者情報等 納税者情報等
（年齢・住所・業種以外） 事業所得 総所得金額 社会保険料控除 所得控除

の合計額
課税所得
金額等 申告納税額

年齢 住所 業種 青色申告・
白色申告の別

準確等
適用有無 平均値 標準

偏差 平均値 標準
偏差 平均値 標準

偏差 平均値 標準
偏差 平均値 標準

偏差 平均値 標準
偏差

1 3 6 0 0 0 15,567,254 8,547,570 2,869,888 9,083,082 227,837 346,601 1,581,563 939,853 526,080 2,156,464 72,433 245,387

2 3 24 9 0 0 14,452,455 86,343,994 3,239,657 2,636,909 370,912 357,391 1,453,605 874,790 179,622 1,257,978 16,890 142,877

3 4 8 9 1 0 10,846,890 19,877,872 4,155,945 3,129,185 322,674 386,837 919,215 792,777 2,520,561 2,357,592 131,122 42,985

 年齢・住所・業種の組合せごとの統計量（最頻値・平均値・標準偏差）

 コーディング対象部分の統計量（平均値・標準偏差・最大値・最小値）

項目名 平均 標準偏差

1 営業収入金額 158,294,672 173,857,387

2 農業収入金額 30,987,399 28,349,894

… … … …



３．提供方法

データを利用する
学術研究者等

国税庁審査・利用承認
の上で貸出
（CD-R等）

提供データ
(SUF)

提供に当たっての
留意事項

 貸出しは、一般書留での郵送（着払い）又は国税庁での直接受取りにより
行います。

 利用に当たっては、外部ネットワークから遮断された環境で行っていただき、施錠
可能なキャビネットで厳重に保管してください。

 使用後は、CD-Rの返却とともに、中間生成物等を削除いただきます。

利用場所は施錠可能な場所で、外部ネットワークか
ら遮断された環境に限定
入退室管理を実施
施錠可能なキャビネット等に保管
管理簿の提出（国税庁の監査あり）

データ提供方法  匿名データは、CD-Rによる貸出しにより提供を行います。
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４．利用要件①（利用者の要件）

・ 公的機関
・ 独立行政法人※１ ・ 地方独立行政法人※２

・ 大学※３ ・ 大学共同利用機関※４

・ 博士研究員
・ 大学院生（博士課程後期相当に限る）

※１ 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。
※２ 地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。
※３ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する大学（大学院を含む。）をいう。
※４ 国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２条第４項に規定する大学共同利用機関をいう。

12

①匿名データの利用者の範囲は、次のいずれかの機関に所属する常勤の研究者（当該機関において専ら
研究に従事する者をいう。）です。

②利用者の範囲は、上記①の利用者が所属する機関と同一の機関に在籍する、研究等の補助者を含み
ます。ただし、利用者が直接指導・監督する者で、次のいずれかの身分の者に限ります。



４．利用要件②（利用者の要件）

利用目的が以下の両方に該当することが求められます。

データの利用には以下についての留意が求められます。

利用目的
 学術研究の発展に資するものであること
 税・財政施策の改善・充実に関する統計的研究であること

留意すべき事項

 個体が第三者に識別されないように十分配慮し、個体を識別する分析をするこ
とは禁止します。

 研究等の成果は、第三者が個体の識別ができないよう個票データを集計し分
析した結果のみ公表可能とします（国税庁による成果物公表前の審査あり）。

 データに関する秘密の保護や、公の秩序・善良の風俗に反しないことに配慮する
必要があります。

13



４．利用要件③（利用に当たっての制約事項）

 データの利用期間は原則として２年間を上限とします。
 利用期間の延長は原則としてできませんが、やむを得ないと国税庁が認めた場合にのみ、
最長１年間を上限として、原則１回に限り延長することができます。

利用期間

データの適正
管理措置

 匿名データの利用は、施錠可能な物理的な場所（国内）で、外部ネットワークから遮
断された環境に限定します。

 管理簿等を提出いただきます。その内容については、必要に応じて国税庁が監査します。

14



４．利用要件④（利用に当たっての契約等）

 国税庁が定める利用条件（利用規約）に同意するとの誓約書を提出した上で、匿名データ等の利用を
行っていただきます。

 提供されたデータを紛失する、内容を漏えいする、承諾された目的以外に利用する等の事例は不適切利
用とみなし、事例に応じて匿名データに係るデータ提供を禁止すること、さらに、行為の態様に応じ利用者
の氏名を公表すること等の措置をとることとしています。

 匿名データの利用は契約に基づくものであり、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）の対象外
となります。
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５．利用手続①（申出～審査～提供に至る具体的な手順について）

1.事前準備

5.承諾/不承諾通知

3.申出受付

4.申出審査

2.事前相談

ガイドラインや利用規約、記入例を参照して申出の準備を進めてください。

提出された仮の申出書を受け、書面上での不備等について助言を行います。
内容についての審査は「4.申出審査」にて行います。

事前相談での助言等を受け、内容の検討・調整を行った後に、正式な申出書を
提出します。

国税庁において、各申出の内容を審査します。

申出に対する承諾及び不承諾の決定をお知らせする通知が申出者に送付され
ます。

承諾された研究については、利用者名・職名・研究の名称等が公表されます。
承諾された場合には、事務局より誓約書等の提出をお願いする等、手続きを進めていきます。
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５．利用手続②（事前準備）

申出に必要な提出書類一式

様式/別添 書類題目 備考

指
定
様
式

様式１ 研究用匿名データの利用に関する申出書
必ずホームページから最新版様式をダウンロードの
上、ご利用ください。

◎
様式２ 研究計画書

様式３ 職務経歴書※ ○

様
式
自
由

別添１ 外部研究資金に関する書類
外部研究資金の制度名等を記載した場合、その
事実が確認できる書類を添付してください。
（科学研究費助成事業に係る資金の場合、研
究者番号）

○

別添２ 研究内容に関連する資料、申出者の関連論文及び著作
物一覧 必要に応じ、添付してください。 △

別添３ 過去の研究成果に関する書類 必要に応じ、実績を証明する書類を添付してくだ
さい。 △

別添４ その他必要な書類 その他参考となる書類がある場合は添付してくだ
さい。 △

 ガイドライン第５の７に規定する書類として申出書、職務経歴書、研究計画書（様式１～３）に加
えて、以下の別添書類（別添１～４）をご準備ください。別添書類は書式自由につき判別できるよう
に表紙、又は右上等に「別添1」「別添2」等の記載をしてください。

凡例（◎：提出必須 ○：該当時提出必須 △：提出任意）

17

※申出書に「researchmap」の会員IDを記載した場合、職務経歴書の提出を省略しても差し支えありません。その際、「researchmap」の登録内容
が最新の情報に更新されていることを確認の上、提出してください。



５．利用手続③ （事前相談・申出受付）

申出者

受付窓口

準備・作成した書類一式（p.17参照）を電子メールに添付して送付

書類の内容を確認し、追加書類提出/追記・修正等を連絡

 ガイドライン・利用規約・記入例をご覧いただいた上で、書類一式（p.17参照）を準備したのち受付窓
口までご提出ください。

事
前
相
談

申
出
受
付

書類完成後、受付窓口に正式な書類一式を提出

書類完成まで繰り返す
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６．利用審査（申出審査・承諾/不承諾通知）

 国税庁において、提出された各申出の内容を以下の審査基準に基づいて審査します。
 審査の結果として、申出に対する承諾／不承諾の通知を行います。

審査基準

 税務行政の目的に沿ったデータ利用であるか
 個体を識別するような分析を行っていないか
 データ利用が研究内容から判断して必要最小限であって、公表時期が整合的であるか
 申出者の過去の研究の実績を勘案して、実行可能であるか
 研究公表予定日が利用期間と比較して整合的であり、公表内容が適切であるか
 申出書及び添付書類の記載事項（申出者の氏名・連絡先、提供データ内容・利用期間、利用場
所・保管場所、提供方法等）に問題ないか

19



７．利用開始から終了の流れ１ （貸出し後～成果発表前審査～公表）

1.データの受取

5.審査結果通知

3.審査受付

4.内容審査

2.データの適正な利用

誓約書等の書類の提出を確認後、データの提供を行います。

定期的に、管理簿や管理状況報告書を国税庁に提出します。

事前に公表する内容について、国税庁に報告します。

国税庁において、研究成果の公表内容を事前に審査します。
審査事項を満たさない場合は、公表を禁止する場合があります。

事務局内で議論を踏まえた、公表の可否に関する決定をお知らせする通知が利
用者に送付されます。

公表が許可された研究については、研究概要・成果等が国税庁HPに公表されます。
成果の公表
データの返却

20
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７．利用開始から終了の流れ２ （データの受取）

※１ 郵送を希望される方は、依頼書提出後、14日以内を目途に送付します（送料は利用者負担）。
※２ 窓口での直接受取を希望される方は、別途日程の調整を行います。

受取方法

匿名データはCD-Rによる貸出しにより提供します。次のいずれかの方法で受取が
可能です。
• 郵送による受取※１

• 窓口で直接受取※２

利用方法
• 提供されたデータには暗号化措置を施しています。
• 依頼書の提出を確認後に、暗号化解除のパスワードをメールで送付します。
• 利用に当たっては、当該パスワードにより復号してから利用を開始してください。

受領書の提出

• データの受領後14 日以内に、受領書を提出してください。
• 読み取りエラー等の障害を発見した場合は、国税庁に電話又は電子メールによ
り申し出てください。

• 受領後、14 日以内であれば、提供媒体の交換を行うことができます。



７．利用開始から終了の流れ３ （データの適正な利用）

１．提供を受けた研究用匿名データの内容

研究用匿名データの税目 年分 受領年月日 提供媒体 媒体枚数 原本保管場所 返却期限

枚

２．利用者の範囲 ３．利用状況

備考
（その他具体的な
業務内容等）

利用者の氏名
(管理責任者は◎)

所属・職名

研究用匿名データに関する権限
保有する
複写媒体

業務の種類 利用開始年月日
データの利
用場所

データの保管場
所

利用終了日
データの

廃棄/削除日
中間生成物の
廃棄/削除日利用 保管 複写 複写回数

 データを受領後３か月以内に、管理簿を作成し、国税庁に提出します。
（２か所以上で使用する場合は、管理状況報告書も提出します）

 データの利用期間が１年を超える場合は、定期的（管理責任者が匿名データの提供媒体を受領した
日から１年経過の都度、１か月以内）に管理簿及び管理状況報告書を国税庁に提出します。
別途、国税庁が報告を求める場合もあります。

 管理簿には、データに関する事項、管理責任者、利用者の範囲、利用場所、利用状況等を記載します。
 管理状況報告書には、検査年月日、検査実施者、検査場所、検査状況等を記載します。

＜管理簿様式＞

22



審査基準

23

７．利用開始から終了の流れ４（審査受付・内容審査・審査結果通知）

 当該研究等の成果とあらかじめ承諾された申出書の内容が整合的であるか。（ガイドライン第10の
３の⑴）

 研究成果に第三者が個体を識別できる内容が含まれていないか審査します。（ガイドライン第10の
４） 
⑴ 個人等の数が原則として10未満となる集計単位が含まれていないこと。
⑵ 個人等の数が10以上であっても、集計単位の比較等により、個人が特定される可能

       性のある集計単位が含まれていないこと。
等

 研究成果の公表前に、研究成果物及び利用実績報告書を提出してください。
 以下の審査基準により国税庁で審査を行います。
 公表物によっては、審査に一定程度の期間を要する場合があります。
 公表期日があるものについては、公表期日の１か月前までに公表を予定する内容を国税庁に提出し
てください。

 ただし、公表期日が利用期間終了日以降の場合は、利用期間終了の１か月前までに、公表を予定
する内容を国税庁に提出してください。



７．利用開始から終了の流れ５ （成果の公表・データの返却）

データを利用する
学術研究者等

国税庁

提供データ
(SUF)

郵送又は窓口で提出・返却

学術研究等
の成果

〇〇に
関する
一考察

データ

研究での中間成果物は
消去・破棄

 申出書に記載した公表時期及び公表方法に基づいて、研究の成果を公表してください。
 研究終了後は、利用期間終了までに、匿名データを国税庁に返却します。
 返却は、一般書留による郵送返却（送料は利用者負担）又は受付窓口での直接返却のいずれかの
方法により行います。

 返却とあわせて、研究での中間生成物について、復元できないように消去又は適切に破棄した上で、国
税庁にデータ措置報告書を用いて報告します。

 また、利用実績報告書及び管理簿を作成の上で、提出します。
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8．匿名データの活用例１（事業所得）
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8．匿名データの活用例２（給与所得）
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8．匿名データの活用例３（不動産所得（H30）の申告所得率）

27
※申告所得率=不動産所得金額÷不動産収入金額×100（％）
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8．匿名データの活用例４（医療費控除）
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8．匿名データの活用例５（寄附金控除）

29

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

10万円未満 20万円未満 30万円未満 40万円未満 50万円未満 50万円以上

寄付金控除（H30）割合

12.1%

87.9%

寄付金控除の適用割合（H30）
金額あり 金額なし



0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

円件
数

寄付金控除額と総所得金額の関係（H30）
件数 寄付金控除額（平均）

8．匿名データの活用例５（寄附金控除）

所得金額に比例して、寄附金控除
額も増加している
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8．匿名データの活用例６（住借控除）

32

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

5万円未満 10万円未満 15万円未満 20万円未満 25万円未満 30万円未満 35万円未満 40万円未満 40万円以上

住借控除（H30）割合

8.3%

91.7%

住借控除の適用（H30）
金額あり 金額なし



8．匿名データの活用例７（申告納税額）
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8．匿名データの活用例８（地域比較）
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